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説  明  書 
 

報告第18号 専決処分の報告について（島田市手数料条例の一部を改正する条例） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律(令和４年法律第44号)の施行に伴い、引用する条文を整理するため、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定及び市長の専決処分事項の指定

により専決処分し、同条第２項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第64号 島田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

国家公務員の育児休業等に関する制度の改正に合わせて、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第110号）が改正されたことに伴い、働きながら育児が

しやすい環境を整備することを目的に、職員の育児休業の取得回数制限の緩和等を実

施するため、条例の一部を改正し、令和４年10月１日から施行しようとするもので

す。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第65号 市道路線の認定について 

交差点改良工事及び市道の統合に伴い区間を変更する必要が生じた１路線を認定す

るため、道路法（昭和27年法律第180条）第８条第２項の規定により議会の議決を求

めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第66号 市道路線の廃止について 

交差点改良工事及び市道の統合に伴い区間を変更する必要が生じた２路線及び橋

りょうの撤去に伴う１路線を廃止するため、道路法第10条第３項において準用する同

法第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第67号 令和３年度島田市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

令和３年度未処分利益剰余金のうち、8,000万円を自己資本金へ組み入れ、6,000万

円を建設改良積立金に積み立て、その残余を翌年度繰越利益剰余金とするため、地方

公営企業法（昭和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、議会の議決を求め

るものです。 
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（付記） 

図面は、既成の都市計画図等を使用しているため、現況と一部異なる場合があります。 
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新  旧  条  文 

例規名 
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    島田市手数料条例 

別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

省略 

47 建築基準法第85条第

６項の規定に基づく

仮設建築物の建築の

許可の申請に対する

審査 

省略 

省略 

57 建築基準法第87条の

３第６項の規定に基

づく興行場等への一

時的な用途の変更の

許可の申請に対する

審査 

省略 

省略 

備考 省略 

報告第18号 
参 考 

－ 1 －
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対  照  表 

旧   条   文 

１ 
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別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

 

省略 

 

47 建築基準法第85条第

５項の規定に基づく

仮設建築物の建築の

許可の申請に対する

審査 

省略 

 

省略 

 

57 建築基準法第87条の

３第５項の規定に基

づく興行場等への一

時的な用途の変更の

許可の申請に対する

審査 

省略 

 

省略 

 

 備考 省略 

 

－ 2 －　　
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新  旧  条  文 

例規名                     

新   条   文 

１ 
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３ 

４ 

５ 

６ 

７ 
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10 

11 
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13 

14 

15 
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    島田市職員の育児休業等に関する条例 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日) 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げる場

合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育

児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及

びウに掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあって

はウに掲げる場合に該当する場合） 当該子が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という｡) 

   

 

 

 

 

 

 

 ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合

に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若し

くはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該

育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げ

る場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあって

は、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

 イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業

をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶

者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

ウ 省略 

議案第64号 
参   考 

－ 3 －　　
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対  照  表 

旧   条   文 

１ 
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３ 
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（育児休業法第２条第１項の条例で定める日) 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の

１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する

場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場

合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に任命権者を

同じくする職（以下「特定職」という｡)に引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当

するとき 当該子が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」という｡) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

する育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非常

勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日

とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

  

 イ 省略 

－ 4 －　　
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１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 
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23 

24 

25 

26 

27 
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29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

 エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間において

この号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に

達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当

する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合であっ

て次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当

する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当

する場合）とする。 

 

 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者

がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業を

する場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

(2) 省略 

(3) 省略 

(4) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間におい

てこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

 

 

 

 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

 (1)  

      省略 

 (4)  

  

 

 

 

 (5) 省略 

(6) 省略 

(7) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしているものが、当該任期を更新され、又は当該任期の満了

後引き続いて任命権者を同じくする職に採用されることに伴い、当該育児休業に

～ 

－ 5 －　　
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（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に

達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日

（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっ

ては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当する

ときとする。 

 

 

 

 

(1) 省略 

(2) 省略 

 

 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間は、57日間とする。 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

 (1)  

      省略 

 (4)  

 (5) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業に係る子について

既にしたものを除く｡)の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児休業

をした職員が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当該子を養育する

ための計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る｡)。 

 (6) 省略 

(7) 省略 

 (8) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

が、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引

～ 

－ 6 －　　
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係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとすること。 

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で定

める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間は、57日間とする。 

 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に育児短時

間勤務をすることができる特別の事情) 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

 (1)  

      省略 

  (5) 

  (6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時間勤務に係

る子について既にしたものを除く｡)の終了後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児

短時間勤務により当該子を養育するための計画について育児短時間勤務計画書に

より任命権者に申し出た場合に限る｡)。 

 (7) 省略 

～ 

－ 7 －　　
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き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に育児短時

間勤務をすることができる特別の事情) 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

 (1)  

      省略 

  (5) 

  (6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時間勤務に係

る子について既にしたものを除く｡)の終了後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児

短時間勤務により当該子を養育するための計画について育児休業等計画書により

任命権者に申し出た場合に限る｡)。 

 (7) 省略 

～ 

－ 8 －　　





市道認定路線位置図 

野田 IC 

島田市総合 

スポーツセンター

島田市立 

総合医療センター 

島田市立 

島田第四小学校 

島田市立 

島田第二中学校 

議案第65号 
参   考 

島田市役所 

－ 9 －　　



市道廃止路線位置図 

野田 IC 

島田市総合 

スポーツセンター

島田市立 

総合医療センター 

島田市役所 

島田市立 

島田第四小学校 

島田市立 

島田第二中学校 

議案第66号 
参   考 

－ 10 －　　



市道廃止路線位置図 

犬間公会堂 

県道蔵田島田線 

兵坂橋線 

伊久身農産物 

加工体験施設 

－ 11 －　　
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